
 

■河川協力団体及び海岸協力団体指定制度について：別添の参考資料をご覧ください。 
■管内での昨年度の指定状況： 

＜河川協力団体＞ H29 年度：1 団体 
＜海岸協力団体＞ H29 年度：0 団体 

 
 

 
 
 
 
 
 

北陸地方整備局 
河 川 部 

記 者 発 表 

配布日時 平成３０年１０月１０日 
取り扱い 配布を以て解禁 

河川、海岸の管理に協力してくれる団体を募集！ 

～河川・海岸協力団体～ 

国が管理する河川管理区間（ダム区間含む）及び国が工事を施工する海岸区域におい

て、自発的に河川や海岸の維持、環境の保全、管理に関する活動を行う河川協力団体及

び海岸協力団体を募集します。 

河川協力団体や海岸協力団体に指定されると、その活動に際し占用等の許可の手続き

が緩和される等、支援が受けられます。 

 これまでに北陸管内では、河川協力団体が19団体（新潟県内：11団体、福島県内：2

団体、長野県内：4団体、富山県内：1団体、石川県内：1団体）、海岸協力団体が3団体

（新潟県内：1団体、富山県内：1団体、石川県内：1団体）指定されています。 

 

記 

 

■募集期間 ：平成３０年１０月１０日（水）～ 平成３０年１２月１９日（水） 

■募集要項等：ホームページをご覧下さい。 

       URL  http://www.hrr.mlit.go.jp/river/index.html#kasenkyouryoku 
■申請窓口 ：＜河川協力団体＞ 

国が管理する河川管理区間（ダム区間含む）を担当する河川事務所等 

       ＜海岸協力団体＞ 

国が工事を施工する区域を担当する海岸事業関係事務所 

       ※詳しくはホームページをご覧下さい。 

同時発表記者クラブ 
新潟県政記者クラブ 

新県政記者クラブ 

富山県政記者クラブ 

石川県政記者クラブ 

福島県政記者クラブ 

長野市政記者クラブ 

長野県庁会見場 

問 合 せ 先 
国土交通省 北陸地方整備局 

【河川協力団体に関すること】 
河川部 河川管理課長 田村 利晶 

河川保全専門官 山邉 満 

電話 025-370-6769（課直通） 
【海岸協力団体に関すること】 
 河川部 河川計画課長 志野 直紀 
     河川計画課長補佐 浅見 和人 

電話 025-280-8958（課直通） 



◆ 河川協力団体としての活動を適正かつ確実に行  
 うことができると認められる法人等が対象とな 
 り、河川管理者に対して申請を行います。 
   申請を受けた河川管理者は、適正な審査のうえ、 
 河川協力団体として指定します。 

 
 
 

◆ 河川協力団体制度とは、自発的に河川の維持、 
 河川環境の保全等に関する活動を行うNPO等の 
 民間団体を支援※するものです。※許可の簡素化等 

◆河川協力団体は、以下のような活動を行います。 

河川管理者 

法人又は団体（NPO等） 
 

申請 指定 

自主的活動 

河川敷清掃 ビオトープの整備 船による監視 

マイ防災マップづくり 安全利用講習 外来種調査 鳥類調査 

①河川管理者に協力して行う河川工事又 
 は河川の維持 

  ②河川の管理に関する情報又は資料の 

    収集及び提供 

③河川の管理に関する調査研究 
④河川の管理に関する知識の普及及び 
 啓発 

⑤上記に附帯する活動 

シンポジウムの開催 

河川協力団体制度について 

■河川協力団体制度とは？ 

■河川協力団体制度のねらいは？ 

◆河川協力団体として指定し、河川管理者と連携して活動する団体として法律上位置
付け、自発的な活動を促進させ、河川管理のパートナーとして活動していただくこと
により、地域の実情に応じた多岐にわたる河川管理の充実を図るものです。 



 河川管理者が特に必要と認めるときは、河川管理者から河川管理施設の維持、除草等 
の委託を受けることも可能となります。 
 なお、委託先については、公募等の適正な手続きを経て選定を行う予定です。 

  河川協力団体が活動するために必要となる河川法上の許可等※について、河川管理者 
 との協議の成立をもって足りることとなります。 

※ ・工事等の実施の承認            ⇒ 河川法第20条 
  ・土地の占用の許可             ⇒ 河川法第24条 
  ・土石以外の河川産出物の採取の許可     ⇒ 河川法第25条後段 
  ・工作物の新築等の許可           ⇒ 河川法第26条第１項 
  ・土地の掘削等の許可            ⇒ 河川法第27条第1項 
  ・権利の譲渡の承認             ⇒ 河川法第34条第1項(第24条及び第25        
                         条後段の許可に係る部分に限る。)) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
    

 

例） 現状においては、河川法第24条、第26条の許可が必要になります 

 市民団体による看板設置事例（太田川）  市民団体による活動拠点の整備事例（佐波川） 

◆許可等が簡素化されます 

  《委託の例》 

①「河川管理施設の維持」 
    例）堤防上の草刈り 

②「その他これに類する河川の管理に属する事項」 
    例）河川敷の掘削、魚道の改良 

堤防除草 ビオトープの整備 魚道の改良 

■河川協力団体に指定されると 

◆場合によっては委託を受けることが可能になります 

【従前】                         【現在】 
 地方公共団体にのみ委託可能          国土交通省令で定める要件に該当 
                              するものに委託可能 

拡大 



海岸協力団体の指定 

「海岸協力団体」の創設 

✓海岸協力団体とは 

 海岸において活動する民間の法人・団体を海岸協力団体として指定
することにより、活動の支援を行うものです。 

 海岸協力団体の指定により、海岸管理のパートナーとして地域に根
ざした民間による活動が促進され、地域の実情に応じた多岐にわた
る海岸管理の充実につながることを期待しています。 

海岸協力団体の活動のイメージ 

✓海岸協力団体に指定されると？ 

 海岸協力団体に指定されることにより、その活動に際し占用等の許可の手続きが簡素化されます。 
 国や海岸管理者から必要な情報提供や助言等を受けることができるとともに、法律上位置付けら
れた団体となることで社会的信用が向上し、円滑な活動につながることが期待されます。 

海岸管理者（都道府県等） 

法人または団体（NPO等） 

 

指定 申請 

海岸協力団体に指定されるには？ 

 指定を希望する団体からの申請に基づき、海岸管理者が審査をし、海岸協力団体として指定
することができることとしています。 

自発的活動 

海岸環境の維持 
（清掃活動） 

環境教育活動 

海岸植生の保護 
希少種保護 

（ウミガメ卵の保護） 

調査研究 

海岸法 第２３条の４（海岸協力団体の業務） 
 海岸協力団体は、当該海岸協力団体を指定した海岸管理者が管理する海岸保全区域について、次
に掲げる業務を行うものとする。 
一 海岸管理者に協力して、海岸保全施設等に関する工事又は海岸保全施設等の維持を行うこと。 
二 海岸保全区域の管理に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。 
三 海岸保全区域の管理に関する調査研究を行うこと。 
四 海岸保全区域の管理に関する知識の普及及び啓発を行うこと。 
五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

http://ameblo.jp/sikoku-kabutogani/image-11445917957-12370481019.html

